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1. 発表の背景   
今日おいて企業の 国際化に関する 議論は連日の 様に こうした背景の 元、 本発表の目的は 第一に本年 7 月に 

新聞紙面、 テレビにて報道され、 それによってもたら 発表者が行った「経営資源の 優れた企業の 国際化開始 
される恩恵は 人々にとって 身近なものとなり 且つ欠く 年に関する調査」を 元に日本におけるボーングローバ 

ことの出来ないものとなっているとも 言える。 日本国 ル 企業の存在を 見出し、 そこで見出されたボーンバロ 
内に目を向けて 見ると店頭には 海外ブランド 品が溢れ ーバルの特徴が 後に述べる海覚で 行われた先行研究に 

ているばかりか 国内メーカ一の 製品でも特に 家電や衣 見られる特徴とどの 様な相違   占が 存在するかを 検証し、 
類 に関しては純粋な "M 杣 e in Japan" を探すことは 逆に そこで得られた 結果に基づいて 政策的インプリケーシ 

困難であ るとも言える。 一方海外に目を 向けて見ると ョンと今後の 研究課題と導き 出すことであ る。 
数多くの日本軍が 町を行き交い 日本メーカ一の 家電製 
品 が家庭に普及している 光景をごく当たり 前に様に見 3. 「ボーンバローバル l 、 その定義 
ることが出来る。 不 発表において、 冒頭よりボーングローバル (Born 

こうした国際化がどの 様な段階を経て 行われて来た GlobaIs) という用語を 使用しているが 先行研究におい 
かと言 う 議論に関して 一般的に企業は 国内市場での 成 ては上述のインターナショナルニユーベンチャー 

長の後、 商社を経由した 製品の輸出を 行 い ・そこで蓄 (InlernationalNewVenture) 、 ハイテクスタートアップ。 

積された経営資源を 元に現地への 投資活動を販売子会 ( Ⅲ gh-techSt 打 t-ups)(JolIyetal,,1992) 、 インスタントイ 
社の設立、 製造部門の移転・ 新設、 更には研究開発 施 ンターナショナ 円 InstantInternational)(Fillis,2 ㎝ 1) 等 
設の移転・新設 と 高 6 順で行 う とされ、 最後の段階に 様々な用語で 表現されているが、 これらの指し 示す物 

行くまでにはあ る程度の年月を 有するとされている は上述の様に「会社設立直後もしくは 数年後に国際化 
( 例 、 福留、 1994; 牛丸 、 1999; 中村、 2 ㎝ 2) 。 を 成し遂げている 企業」であ ることに根本的には 変わ 
しかしながら 一方ではこの 様な一般的な 段階の議論 りはない。 ここでは、 Mc て nseyandCo.(1993) 以来数多 

を踏襲せず会社設立直後もしくはそれより 数年後に国 くの頻度で使用されており、 最近の研究でも 最も多く 
際 化を図る企業が 存在することが ]980 年代終盤 20 海 使用されている 事から、 ボーングローバルと 言う用語 

外において注目を 集め始めた。 この様な国際化を 行 う を採用し、 定義に関してはこれまで 多くの研究者に 支 
企業 は ?orn ひ obals" ( ボーングローバル ) (Mc だ nsey  持されており (e.g.RasmussenandMadsen,2 ㎝ 2; 
and@ Co ， 1993;@ Knight@ and@ Cavusgil ， 1996;@ Madsen@ and  Andersson  and  Wclor,2 ㏄ 3) 、 単に輸出活動に 限定せず幅 
Servais い 997; Aspeloud  and  Moen, 200l; Rasmussen  and  広く企業の国際活動を 網羅していることから、 Ovjatl 
Madsen,  2 ㏄ 2,  Malp  et  al.,  2002) 、 "Intefnational  New  andMcDougall(1994) による「設立当初から 様々な国に 

Venture"( インターナショナルニューベンチヤ 一 )(Oviatt  おける経営資源の 投入や営業活動により 競争優位性を 
andMcDougalI,1994,1997) と呼ばれ、 現在まで多くの 得ようとする 事業組織」 (P49, 発表者 訳 ) とする解釈を 
研究者に よ り議論が為されている。 用いる。 
そこで日本国内においてボーングローバルに 関する この定義は国際化の 開始を「設立当初から」と 規定 

議論がこれまでどの 様に行われて 来たかを先行研究の しているが、 厳密に会社設立と 同時に国際化を 開始す 
レヴユー を行った、 Za 廿 aand  George  (2 ㏄ 2); 肘 alp  elaI,,  るものとはせず、 McKinsey  and  Co. ㎎ 93) が規定しこれ 
(2 ㎝ 2);CovjelI0  and  Jones(2 ㏄ 4) を元に調査した 所、 日本 も多くの先行研究の 指針となっている (e.g. 則 alp  etal., 

国内の状況を 調査した研究は 見られなかった。 実際、 2 ㏄ 2;Andersson  and  Wctor,2003;HashaiandA ㎞ or, 
両町 り 99) は「島国育ちの 日本企業・日本人には、 最初 2004) 「会社設立から 2 年目には国際化を 開始した。 」 
から海外市場をほぼ 同時に攻略することはそ う 簡単な とする尺度を 採用する。 

ものではない。 」とその存在に 関して懐疑的な 見方をし また上記の定義は 国際化を「様々な 国おける経営資 
ている。 また政府系団体 ( 現 独立行政法人 ) の行って 源の投入や営業活動」としているが、 Ovialtand 
いる国際化支援も 原則として企業の 成長後の国際化を McDougalI(1994) はそれが意味するものは「モノ、 ヒト   
念頭に入れている ( 中小企業庁、 2 ㏄ 2) 。 ヵネ、 そして時間の 様々な海覚市場への 投入」 (P49) で 

あ ると説明している。 具体的には OECD(l997) の定義す 

る 企業の国際活動 ; 海外投資、 貿易、 製品開発の為の 
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戦略的提携、 海外生産、 アウトソーシンバ、 マーケ 
ティンバ活動、 全てを指すと 考えられる。 
以上の点から、 不発表において、 ボーングローバル 

とは「会社設二から 2 年身に は様タを 国において国際 

化を佛 始し 、 それによ ク 競争変位 推を俘よづ とする事 

業組織」と定義する。 

一 

ラ E@ 研究から指摘出来る 甘き 徴 としては次の 3   占が挙げ 
られる。 
(1)  1990 年代よりその 数が増加している。 
(2)  いわゆるハイテク 製品を扱う製造業に 多く見ら 

れる。 
(3)  多くの企業は 製品の輸出が 最初の参入形態であ 
るが子会社の 設置と言った 積極的な参入形態も 

取られている。 

これら以外にも、 海外での活動に 起因する売上高の 割 
合が高い、 経営陣の国際経験が 豊富であ る、 と言った 

特徴があ るが今回の発表では 上記の 3 点について検証 
を試みる。 以下、 上記 3 点の詳細であ る。 

(1) に関して 
新設企業の国際化に 関して、 1980 年代にビジネス 誌 等 

でその現象が 紹介されており (Gupta, 1989; Ma 而 s, 
1989) 、 90 年代に入り突如として 発見されたものではな 
い。 だが、 その数は研究報告の 数が増加にみられる 様 

に 90  年代に入り増加しているものと 考えられる。 増加 
の要因としては 第一にコミュニケーション 手段の進 

化・低コスト 化が挙げられる (Oviatt  and  McDougaIl, 
1995;Knightand  Cavsugil,1996) 。 90  年代初頭までの FAX 
の普及、 98  年代終盤からのインターネットの 普及がこ 

れに当たる。 第二に技術の 進歩があ る。 特に生産工程 
の進歩により 他 品種少量生産が 低コストで可能となっ 

た事が大きく 寄与している (OviattandMcDougalI, 1995) 。 
(2) に関して 
これまでの先行研究において、 その研究対象をハイテ 

ク製品を取り 扱う製造業とするものが 圧倒的であ る 
(malpetaI.,2 ㏄ 2;Za Ⅲ aandGeorge,2 ㏄ 2M 。 新設の企業は 
一般的に金銭的余裕があ まりな い ことから、 宣伝広告 

費の負担が大きく 明確な差別化の 難しい日用品と 言っ 
た分野では早期の 国際化は難しいのではないかと 考え 

られ、 逆に製品の差別化が 比較的明確なハイテク 製品 
を扱う企業に 早期の国際化と 言うチャンスが 大きいの 
ではないかと 考えられる。 

(3) に関して 
Ma ㎞ s (1989) や McDougaIl etal. (1994) において会社設 
立直後から海外子会社を 設置した企業の 事例が報告さ 
れていることから、 輸出だけが企業にとって 最初の海 
外市場参入形態では 必ずしもないことが 言えるのであ 

る。 
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送 による量的調査を 行った。 

( 調査概要 ) 
・調査 名 : 「経営資源の 優れた企業の 国際化開始年に 関 

する調査」 

・調査の対象 : 「日経ベンチャービジネス 年鑑 2 0 0 3 

年版」 ( 日本経済新聞 ) に掲載された 企業の内、 海外 
事業所を有する 企業、 今後の経営課題に 関して「国際 
化への対応」と 回答している 企業、 それらの企業の 内、 
昭和 50 年以降に設立された 企業を幅広い 業種に渉っ 
て抽出した。 この様な基準を 設けた根拠としては、 開 
始時期を調査目的とすることから 既に国際化を 行っ 
ていると思われる 企業を抽出する 為であ ることが挙 
げられる。 

・対象企業数 : 150 社 ( 地域は北海道から 九州まで日本 
全域を対象とした。 ) 
・対象企業業種 : 化学・医薬品、 ガラス・セラミックス、 

鉄鋼・ 非鉄 ・金属加工、 機械、 電子・電機、 輸送用機 
器、 精密機器、 その他製造、 情報サービス、 ソフトウ 
エ ア 

Ⅰ調査方法 : 上記の 15(M 社に対し会社御中にてアンケー   

ト 票を郵送、 FAX または郵送にて 回収。 
・調査時点 : 2004 年 7 月 
・回収状況 : 有効回答 54 社 (36%) 、 未配達 6 社 

6. 課査 結果と分析 
(1) 国際化の実施 
回答のあ った 54 社の内既に何らかの 国際化を行ってい 
る企業は 43 社で全体の 80% を占めている。 また、 過去 
行っていたが 現在行っていない 企業は 6 社、 過去から 

現在に渉って 行った事のない 会社は 5 社であ った。 サ 

ンプルを抽出する 際、 国際化を行っている 可能性の高 
い企業を抽出している 為 この数字は妥当であ ると考え 

られる。 
(2) ボーングローバルは 存在するか。 
下記の図 l 、 X 軸 上の年数は会社設立年と 国際化開始 

年の ギャップを示したものであ る。 例えば、 会社設立 

2003 年、 国際化開始年 2 ㎝ 3 年の場合、 数値は「 0 」と 
なる。 

表
 
布
 

年
分
 

始
 
開
 

@
 
Ⅰ
 
捺
 
国
 

 
 図
  

 
 
 
 
 
 
 
 
     

  
  

  蕊駝楠鰍簗 ぬ 錨 %  
6
5
4
3
2
 

Ⅰ
 
0
   占斎ヒ胡始撃 "  1517.82 。 ' 。 

一 723 一 



図 1 が示す通り、 国際化開始年 2 年以内のボーングロ 
ーバルは 12 社に上り国際化を 行っている企業全体の 
28% を占めるに至っている。 更にはその 12 社の内 6 社 
は会社設立と 同年に国際化を 成し遂げていることから 
日本においても 必ずしも特異な 現象ではないことが 伺 

える。 
(3) ボーングローバルは 1990 年代 よ りその数が増加 
しているか。 
図 2 に よ ると、 大部分のボーングローバルは 1994 年以 

降に会社自体が 設立され、 国際化を開始している。 ま 
た傾向 線 をみると右肩下がりの 傾向を見せている。 そ 

こで表 1 の相関係数を 見ると 一 0 ・ 68 であ り、 多少例外 
的なケースも 見られるが会社設立が 古ければ古 い ほど 

国際化開始には 時間を要している 事を示している。 
母 2 日田化明神年と 会社 在 立年の分布   

          
㎡ ， 0 ㏄ 3 

1" 。 キ "      """"'""     "   "     
            
                    

            

    

    
田 " 化 """ 

(5) 国際化開始当初から 輸出以覚の積極的な 参入形 
態が取られているのか。 
今回の調査では、 Ma 血 s(1989) に見られるような 積極的 
な参入形態 ( 海外子会社の 設立 ) は見られなかった。 
輸出と業務提携による 参入が共に 6 社ずつと別れた。 

輸出を選択した 企業は言 う までもなく販路の 拡大を目 
指しているが、 業務提携を選択した 企業の目的は 技術 
供与を受ける 為 と回答した企業が 多い (3 社 ) ものの、 各 
会社により様々な 目的で海外企業と 提携を結んでいる 

  点が指摘できる。 

表 3. ボーングローバルの 海外参入形態 

参入形態 荷田形態 

製品の輸出 (6 社 )    間接輸出 直接輸出 (4 (2 ネ 本土 土 ) ) 
提携の目的 

  海外からの技術供与 (3 社 ) 
生産委託 (2 社 ) 

業務提携 (6 社 )  海外への技術供与 
共同製品開発 
共同市場開発 

7. まとめと考察 
これまでアンケート 調査結果の分析を 行ってきた。 

本章においてはその 分析をまとめ 更なる考察を 加える。 
冒頭にもあ る通り、 これまでは国内 つ 輸出 + 海外製 
造と資源投入の 少ない参入形態から 大きい参入形態 へ 
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(4) ボーングローバルはハイテク 製品を取り扱う 製 
造業に多 いか 。 

この特徴は日本国内においても 顕著に見られる。 下記 

の表 2 にあ る様に、 全社製造業であ り先端技術を 必要 
とするハイテク 製品を製造している。 
表 2  ボーングローバルの 業種・業務内容 
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理化学，分析機器の 製造販売 

海産品を主成分とする 壁材 ・塗料の 

製造販売 
その他製造 環境技術開発・ 販売 

金属，セラミックの 射出成型品 

製造販売 

ソフトウエアソフトウエア PC 機器・ソフトの 開発販売 製造販売 
化学・医薬品日 測定キット製造販売 

精密機器 電子応用機器製造販売 

鉄鋼・非鉄 金属加工   プラント機器の 製造販売 

時間をかけて 発展させて行くと 言う段階的国際化が 一 

般的とされてきた。 不 結果によると、 1980 年代までは 
会社設立 5 年以内に国際化を 行う企業は殆ど 見られず、 

また 1980 年代中盤までは 国際化開始まで 10 年以上の 
時間を要している 企業も珍しくないことが 判明した。 
つまり、 1980 年代までの傾向を 見ると日本企業の 国際 
化を説明する 際、 通説とされる 段階的国際化によって 
それが可能であ ったと言えよう。 

しかしながら、 1990 年中盤以降からはハイテク 製品 
を取り扱う製造業の 中に所謂ボーングローバルの 出現 

が 見られはじめ、 これまでの段階的国際化理論で 日本 

国内の国際化を 一般化することは 難しい状況となって 
いる。 この様な傾向は、 上述の通り 1990 年代初頭より 
主に科学技術の 進歩 ( 特に製造技術の 進歩 ) やコミュ 
ニケーション 手段の進歩・ 低コスト化によりボーンバ 

ローバルの誕生が 多く見られるようになったとする 海 

外 先行研究の見解を 踏襲するものであ ると言える。 
また、 これらボーングローバルの 海外参入形態をみ 

ると輸出を行った 企業数と業務提携を 行った企業数は 
同数であ り、 海外の先行研究に 見られる様な 海外子会 
社の設立といった 直接投資を行う 企業は見られなかっ 

た 。 業務提携に関しては 販路開拓を目的とする 企業はⅠ 

社に留まり、 提携先からの 技術供与と言った 研究開発 
を目的とする 企業が大部分を 占めている。 この参入形 
態に関する傾向は、 MadsenandServais(1997) の市場規 
模の小さな国において 企業は規模の 経済性をもとめ 設 
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正当初から国際化を 行う傾向があ るとする国内市場規 
模によりボーングローバルの 誕生を説明する 論理に疑 

問を投げかけるものであ る。 即ち、 一般に日本の 様な 
国内市場規模の 大きいと言われる 国家においても 市場 

拡大を目的として 設立当初より 国際化を行う 企業は存 

在するし、 それ以外の要因 ( 例 、 提携先からの 技術供 
与 ) により設立当初より 国際化を行う 企業も半数近く 
存在すると言えるのであ る。 

" ゆ ぜ 
本研究において、 中小企業の国際化は 1980 年代以降 
年 を追 う 毎に創業から 国際化実施までの 期間が短くな 
る傾向がみられる 事が判明した。 こうした傾向が 中小 

企業国際化支援に 反映されているかを、 創業段階と支 
援 施策の関係を 記した表 4 を元に検証して 見ると、 国 

際化支援に関して 代表的な独立行政法人、 中小企業基 
盤整備機構・ 日本貿易振興機構の 支援活動は両機構共 
に既に成長期にあ る企業を想定していることがわかる。 
表 4 の出所であ る中小企業庁 (2 ㏄ 2) においては成 
長期とは会社設立何年後から 何年後を指すとの 規定は 
ないが、 これとほぼ同様の 分類にて企業の 成長段階を 

記した T ㎞ monsandSpineII Ⅱ 2 ㎝どによると 成長期は会 

社設立 4 一 5 年後から 10 年後の間であ るとされている。 
今回の調査にて「国際化を 行っている」「過去行ってい 
たが現在は行っていない」と 回答した企業の 内、 1990 

年以降に会社設立した 22 社を見ると、 国際化開始まで 
4 年以上を要した 企業 ( 成長期以降に 国際化を行った 企 
業 ) は 8 社 ( 全体の 3 6%) に留まっている。 
従って、 成長期段階以降の 企業を想定した 上記両機 
構の支援体制ではその 数が半数を超えている 創業期、 

創業直後期の 企業が要求する 国際化支援受けることが 
可能であ るかどうか甚だ 疑問であ る。 創業期、 創業直 
後期での国際化に 対する支援施策の 充実が今後更に 求 

められると考えられる。 
表 4. 創業段階と支援施策の 概観 

今回行った調査により、 ボーングローバルは 決してご 

く 希な 存在ではないことが 確認された。 これは冒頭に 

取り上げた、 前田 (1999) の「島国育ちの 日本企業・ 
日本人には、 最初から海外市場をほぼ 同時に攻略する 
ことはそう簡単なものではない。 」とする見解に 疑問を 

投げかける結果となった。 また国際化支援を 行う団体 
にとっても段階的な 国際化を想定した 従来の施策だけ 

ではもはや今後創業期や 創業直後期から 国際化を目指 
す企業に対して 満足の行く支援を 行うことができるか 
どうかという 新たな疑問も 浮上してきた。 

会社設立から 国際化開始までの 時間は年々短縮されて 
い るという傾向もみられたことから 今後も日本におい 
てボーングローバルはその 数を増加させて 行くに違い 

ない -- 

こうした傾向を 踏まえた今後の 研究課題としては 以下 

の ， 点が指摘出来る。 
・今回の調査でボーングローバルの 存在は明らかにな 

ったが、 これらの企業がどの 様な要因で早期に 国際化 
を行ったか明らかにされていない。 インタビュ一調査 

により要因について 検証することが 必要であ る。 
・今回調査としたサンプル 数は 15(M 社であ り、 ボーング 
ローバルの存在を 明らかにすることは 出来たが、 日本 

全体の傾向を 正確に示す物には 不十分であ ると言わ 
ざるを得ない。 更に大規模な 調査を行 う ことで日本国 

内の傾向を更に 正確に調査して 行きた い 。 

* 参考文献多数に 付、 発表時にご紹介させて 頂きます。 

出所 : 中小企業庁 (2 ㎝ 2) 9 と よ の ， 

ボーングローバルに 関する研究は 海外においては 1980 

年代終盤から 多くの研究者に 2 0 行われてきたが、 日 
本国内において 殆ど関心が向けられなかった 様であ る。 
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